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求人サイト等の運営に関するルールが整備されます 

 

◆求人広告件数は回復傾向 

 公益社団法人全国求人情報協会の集計結果で、10 月の求人広告の職種分類別件数が全体で

922,904 件となり、前年同月比＋20.2％と増加しています。雇用形態別でも、正社員が同＋

41.1％、アルバイト・パートが＋11.8％、契約社員他が＋19.1％と、求人が回復傾向を見せてい

ます。 

 

◆ハローワークより求人サイト等経由で採用決定に至る求職者が多い 

 同協会が厚生労働省の研究会に提出した資料によれば、求人メディア（折込求人紙、フリー

ペーパー、求人情報 WEB サイト等）経由での採用決定が 37.6％、ハローワーク経由での採用

決定が 12.0％と、雇用仲介事業者が労働市場における存在感を増しています。 

 

◆ルール未整備の中、トラブルも 

 一方、こうした求人メディアの利用をめぐるトラブルも増えています。 

例えば、広告等で示された条件と異なる内容が含まれていないかを求職者が確認する労働契

約締結前の労働条件明示に関するトラブル、個人情報の取扱いをめぐるトラブル、ハローワー

クに求人を提出した企業が広告の無料掲載を持ちかけられ、無料期間終了後有料契約に自動更

新されて高額な掲載料を要求されたりするトラブルなどが確認されています。 

事業者の中には苦情・相談体制が整っていないところもあり、安心して利用できる仕組みづ

くりが求められています。 

 

◆来年の通常国会に職業安定法の改正案を提出予定 

 12 月８日、こうした状況を受けて労働政策審議会が厚生労働大臣に対し、ルールの整備に関

する建議を行いました。厚生労働省では、この建議を踏まえて職業安定法の改正法案要綱を作

成するとしており、来年の通常国会への法案提出が予定されています。 

【公益社団法人全国求人情報協会「求人広告掲載件数等集計結果（2021 年 10 月分）」】 

https://www.zenkyukyo.or.jp/outline/research/ 

【厚生労働省「第 15 回 労働市場における雇用仲介の在り方に関する研究会」資料】 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_19107.html 
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いまどき就活生の意識の変化と企業選びのこだわりとは？ 

 

◆就活生の意識の変化 

長期化するコロナ禍で、学生の就職意識はどのように変化しているのでしょうか。 

就職情報大手のディスコの調査によると、2021年 10月１日の正式内定解禁日における 2022年

卒の学生の内定率は、前年（88.6％）よりはわずかに下回るものの、88.4％でした。同社の 2023

年卒学生に向けたモニター調査では、１学年上の先輩（2022年卒）と比較して、就職戦線をどう

見ているかという質問に対して、「非常に厳しくなる」7.1％、「やや厳しくなる」44.0％と、厳し

くなると答えた学生は 51.1％で、前年同期調査（計 93.7％）よりも大幅に減少しています。一

方で、「やや楽になる」が急増し（6.0％→48.8％）、「厳しくなる」と見ている学生と、「楽になる」

と見る学生がほぼ半々で、見方が分かれています。 

 

◆企業選びのこだわり 

学生からよく挙がる５項目（社風・人／仕事内容／給与・待遇／勤務地／企業規模）へのこだ

わり度合いについては、最も「強くこだわる」のが「社風・人」（57.5％）で、「ややこだわる」

（34.5％）をあわせると ９ 割（計 92.0％）を超えています。「仕事内容」も９割超（計 91.3％）、

次いで「給与・待遇」が計 86.4％、「勤務地」が計 68.6％、「企業規模」は計 56.6％となってい

ます。 

つまり、「どこでどれだけのことをしてくれるのか（待遇）」よりも、自発的に「どんな会社（環

境）で何がしたいか」を重要視する学生が多いということがうかがえます。 

【株式会社ディスコ「23卒学生の 11月後半時点の就職意識調査」】 

https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000570.000003965.html 
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職場のハラスメント防止措置義務化への対応は進んでいますか？ 

 

◆４月から中小企業もパワハラ防止措置が義務化に 

2020年６月１日にパワハラ防止法（改正労働施策総合推進法）が施行されました。中小企業に

ついては、2022 年３月 31 日まではパワハラ防止措置は努力義務とされ、猶予期間が設けられて

いたところ、いよいよ 2022年４月１日から義務化されます。 

未対応という会社は、すぐにでも確認をしていきましょう。 

 

◆パワハラ相談件数増加の企業が最多 

一般社団法人日本経済団体連合会（経団連）が実施した「職場のハラスメント防止に関するア

ンケート結果」（調査期間 2021 年９月７日～10 月 15 日、会員企業 400 社から回答）によれば、

５年前と比較した相談件数として、パワーハラスメントに関する相談件数は、「増えた」が 44.0％

と最も多くなっています。増加の理由として、「法施行に伴う社会の関心の高まり、相談窓口の

周知の強化」などが挙げられています。 

すでに施行済みである大企業の会員が多い経団連ですが、今後中小企業でも同様のことが予想

されます。 

 

◆効果的な取組みの例 

本調査によれば、ハラスメント防止・対応の課題について、特に当てはまる上位３つとして、

「コミュニケーション不足」（63.8％）、「世代間ギャップ、価値観の違い」（55.8％）、「ハ

ラスメントへの理解不足（管理職）」（45.3％）が挙げられています。これらへの効果的な取組

み事例としては、ハラスメントに関する研修の実施、ｅラーニング実施、事案等の共有、コミュ

ニケーションの活性化のための１on１ミーティングの実施、社内イベントの実施などが挙げられ

ています。ぜひ参考にしてみてください。 

【日本経済団体連合会「職場のハラスメント防止に関するアンケート結果」】 

https://www.keidanren.or.jp/policy/2021/114.pdf
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新型コロナワクチンの追加接種（３回目接種）実施 

 

◆なぜ３回目が必要？ 

 新型コロナワクチンの追加接種（３回目接種）実施について、厚生労働省がお知らせしていま

す。ワクチンの予防効果は時間の経過に伴い徐々に低下していくことが示唆されています。この

ため、感染拡大防止および重症化予防の観点から、初回（１回目・２回目）接種を完了したすべ

ての方に対して、追加接種の機会を提供することが望ましいとされています。 

 ３回目接種は、初回と同様、無料で受けられます。対象者は以下をすべて満たす方全員です。 

○２回目接種を完了した日から、原則８カ月以上経過した方 

○18歳以上の方 

○日本国内での初回接種（１回目・２回目接種）または初回接種に相当する接種（海外や製薬

メーカーの治験等での２回接種）が完了している方 

 

◆追加接種までの流れ 

 接種を行う期間は、令和３年 12月１日から令和４年９月 30日までの予定です。２回目の接種

完了から原則８カ月以上後に接種できるよう、お住まいの市区町村から追加接種用の接種券等が

送付されます。初回（１回目・２回目）接種時と同様、実施している医療機関や会場を探し、予

約をします。なお、初回と同様に大学等での職域接種の実施も予定されています。 

 

◆ワクチン接種は高い効果があるが、強制ではない 

 新型コロナワクチン接種を受けることは強制ではありません。感染症予防の効果と副反応のリ

スクの双方について理解したうえで、自らの意志で接種を受けるものです。ですから、職場や周

りの方などに接種を強制したり、接種を受けていない人に差別的な扱いをしたりしてはいけませ

ん。厚生労働省では、ワクチン接種に関する情報提供ページを用意し、相談窓口も設置していま

す。不適切な取扱いのないよう、あらためて社内でルールを確認しておきましょう。 

【厚生労働省「追加接種（３回目接種）についてのお知らせ」】 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/vaccine_booster.html 
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コロナ禍で導入した制度を見直すのは今 

 

◆時差出勤 変わらず 15％程度 

公益財団法人日本生産性本部が行った「第７回 働く人の意識調査」の結果によると、時差出勤

をした人は 15.1％（10 月時点）となっています。2020 年５月の初回調査でも 16％でしたので、

大きな変化は見られません。 

コロナ禍における時差出勤は、人混みを避けることが大きな理由でしょう。日本ではコロナが

沈静化傾向にあり、自社における効果を検証するにはよいタイミングかもしれません。 

 

◆テレワーク浸透の一方… 

また同調査では、テレワーク実施率は 22.7％とのことです。様々な調査において「テレワーク

の効果があった」という回答がありますが、業務の効率が高まるというよりは、通勤のストレス・

疲労がないことが一番大きな理由のようです。 

一方で、社内のコミュニケーションや相談が困難・不便、長時間労働につながる、仕事と生活

の境界があいまいになることによる過労など、テレワークのデメリットも指摘されはじめていま

す。指示や相談が一度にできない、チャット等のツールを使うも個々の使い方や習熟度がバラバ

ラで統率が取れない、全員で回していた仕事が一部の人の負担になってしまうなど、社員に聞け

ば改善すべき点もいろいろと出てくるでしょう。 

 

◆見直すタイミングは今 

コロナ禍で取組みを始めたさまざまな施策が、自社での業務効率として実際にはどうなのか、

その効果や課題について一旦冷静に分析・判断すべきタイミングは、コロナが落ち着き、気持ち

的にも来年に向かいつつある今なのではないでしょうか。 

コロナ禍対応に限らず、会社の制度については、調整しながら運用することが重要です。一度

導入したらそれきり、という事態は避けたいものです。 

社員の働き方を管理する人の重要性はますます高まってきます。社員の意見を反映し、納得感

を醸成しながら見直しを進めていきましょう。 

【公益財団法人日本生産性本部「働く人の意識調査」】 

https://www.jpc-net.jp/research/detail/005529.html 
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暴力団関係で相談したい…… 

 

◆暴力団への対応 

暴力団（かもしれない）から脅しなどを受けた場合、どうすればよいでしょうか。警察庁の

ホームページ（※１）では、暴力団への対応として、来訪者の氏名、所属団体、連絡先等の身

分を確認する。複数で応対し、来訪理由・用件を具体的に確認する。また、言動には注意し、

その場限り、一時しのぎ的な返答はしない、不当な要求は明確に断る、暴力団員から「一筆書

けば許してやる。」などと言われても、書類作成や署名押印は断固拒否することが重要として

います。 

（※１） 

https://www.npa.go.jp/bureau/sosikihanzai/bouryokudan/bouryokusoudan.html 

 

◆早期通報・相談がカギ 

多くの人は、自分は暴力団等には関わりがないと思いがちですが、いつ、どこで、何が発端

で関わりができるかわかりません。いち早く相談・通報することが、暴力団問題解決のカギと

なるようです。相談・通報窓口としては、各都道府県警察（110番）、全国暴力追放運動推進セ

ンター、都道府県暴力追放運動推進センター、匿名通報ダイヤル（※２）があります。 

（※２） 

https://www.tokumei24.jp/system/xb/tok.user.Index 

 

◆相談事例 

都道府県によって異なることもあるかもしれませんが、警視庁のホームページ（※３）に

は、暴力関係での相談事例が多数掲載されており、参考になります。例えば、「取引先が、反

社会的勢力か確認したい」という相談に対しては、契約相手が暴力団関係者かどうかなどの情

報を、個々の事案に応じて可能な限り提供してくれるようです。 

（※３）https://www.keishicho.metro.tokyo.lg.jp/faq/anzennakurasi/bouryokudann.html 
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職場における労働衛生基準が変わりました 

 

「事務所衛生基準規則及び労働安全衛生規則の一部を改正する省令」が令和３年 12 月１日に

公布され、職場における一般的な労働衛生基準が見直されました。この改正省令は一部の規定を

除き、同日から施行することとされました。 

社会状況の変化に合わせすべての働く人々を視野に対応するもので、改正に伴って変更される

点は以下のとおりです。 

 

◆照度の作業区分を２区分とし、基準を引き上げ（※令和４年 12 月１日施行） 

 現在の知見に基づいて事務作業の区分が変更され、基準が引き上げられました。事務作業にお

ける作業面の照度の作業区分は以下のように２区分とし、基準も以下のように引き上げました。 

・一般的な事務作業（300 ルクス以上） 

・付随的な事務作業（150 ルクス以上） 

個々の事務作業に応じた適切な照度については、作業ごとに JISZ 9110 などの基準を参照しま

す。 

 

◆便所の設備：新たに「独立個室型の便所」を法令で位置付け 

便所を男性用と女性用に区別して設置するという原則は維持されますが、「独立個室型の便所」

（男性用と女性用に区別しない四方を壁等で囲まれた一個の便房により構成される便所）を付加

する場合の取扱い、少人数の作業場における例外と留意事項が以下のように示されました。なお、

従来の設置基準を満たしている便所を設けている場合は変更の必要はありません。 

・男性用と女性用の便所を設けた上で、独立個室型の便所を設けたときは、男性用及び女性用の

便所の設置基準に一定数反映させる。 

・少人数（同時に就業する労働者が常時 10 人以内）の作業場において、建物の構造の理由からや

むを得ない場合などについては独立個室型の便所で足りるものとした。既存の男女別便所の廃

止などは不可。 

 

◆救急用具の内容：具体的な品目の規定を削除 

 作業場に備えるべき負傷者の手当に必要な救急用具・材料について、一律に備えなければなら

ない具体的な品目の規定がなくなり、職場で発生することが想定される労働災害等に応じて、応

急手当に必要なものを産業医等の意見、衛生委員会等での調査審議、検討等の結果等を踏まえ、

備え付けることとしました。 

【厚生労働省「職場における労働衛生基準が変わりました ～照度、便所、救急用具等に係る改

正を行いました～」】 

https://www.mhlw.go.jp/content/000857961.pdf 

 


